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地方独立行政法人明石市立市民病院医師修学等資金貸与

規程 

 

平成２３年１０月１日 

規 程 第 ３ １ ６ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、地方独立行政法人明石市立市民病院（以下「法人」という。）

における医師の確保を図るため、将来、法人の医師として業務に従事しようとす

る者に対し、修学又は研修に要する資金（以下「修学等資金」という。）を貸与

することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 大学 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学をい

う。 

(２) 大学院 学校教育法第９７条に規定する大学院をいう。 

(３) 臨床研修 医師法（昭和２３年法律第２０１号）第１６条の２第１項に規

定する臨床研修をいう。 

(４) 専門研修 臨床研修を修了した医師（医師法第１条に規定する医師をいう。

以下この条において同じ。）が、医師の専門領域に関して受ける研修をいう。 

(５) 医学生 大学の医学部において医学を専攻する学生をいう。 

(６) 大学院生 大学院の医学を履修する課程に在学する医師をいう。 

(７) 臨床研修医 臨床研修を受けている医師をいう。 

(８) 専門研修医 専門研修を受けている医師をいう。 

（貸与対象者） 

第３条 理事長は、医学生、大学院生又は臨床研修医であって、将来、医師として

法人に勤務する意思を有している者の申請により、その者に無利息で修学等資金

を貸与する旨の契約を結ぶことができる。ただし、他の団体で従事することを条

件とした修学等資金貸与制度を利用している者については、この限りでない。  

２ 理事長は、前項の要件を備える者のうちから選考して、毎年度、予算の範囲内

において修学等資金を貸与する者を決定するものとする。 

（貸与額） 

第４条 修学等資金は、次の各号に掲げる修学等資金の貸与を受けようとする者の



  NO.316_医師修学等資金貸与規程 

2/10 

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 医学生 第１学年から第４学年までに在学する者にあっては月額１５０，

０００円、第５学年及び第６学年に在学する者にあっては月額２００，００

０円 

(２) 臨床研修医 月額２００，０００円 

(３) 大学院生 月額５００，０００円以内で別に定める額 

（貸与期間） 

第５条 修学等資金を貸与する期間（以下「貸与期間」という。）は、次の各号に

掲げる貸与を受ける者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間とする。 

(１) 医学生として修学等資金の貸与を受ける者 貸与の契約で定められた月か

ら大学の医学部を卒業する日の属する月まで。ただし、正規の修業年限を限

度とする。 

(２) 大学院生として修学等資金の貸与を受ける者 貸与の契約で定められた月

から大学院の医学を履修する課程を終了する日の属する月まで。ただし、４

年間を限度とする。 

(３) 臨床研修医として修学等資金の貸与を受ける者 貸与の契約で定められた

月から臨床研修を終了する日の属する月まで。ただし、２年間を限度とする。 

（貸与の申請） 

第６条 第３条第１項の規定により申請をしようとする者（以下「申請者」という。）

は、次に掲げる事項を記載した医師修学等資金貸与申請書を理事長に提出しなけ

ればならない。 

(１) 氏名、性別、生年月日及び住所 

(２) 入学し、若しくは在学する大学若しくは大学院又は臨床研修を受け、若し

くは受けようとする病院の名称及び所在地 

(３) 大学若しくは大学院に入学し、又は臨床研修を開始した年月日 

(４) 保証人となるべき者の氏名、性別、生年月日、住所及び職業並びに申請者

との続柄 

(５) その他理事長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる申請者の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める書類その他理事長が必要と認める書類を添付しなければならない。 

(１) 医学生 次に掲げる書類 

ア 履歴書 

イ 健康診断書（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。以下この条

において同じ。） 
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ウ その者が在学する大学の発行する在学証明書 

(２) 臨床研修医 次に掲げる書類 

ア 履歴書 

イ 健康診断書 

ウ 大学の成績証明書 

エ 医師免許証の写し 

(３) 大学院生 次に掲げる書類 

ア 履歴書 

イ 健康診断書 

ウ 医師免許証の写し 

エ 大学院において医学を履修する課程に在学する証明書 

３ 前項第２号エの医師免許証の写しは、理事長が必要と認めるときは、それぞれ

別に定める書類に代えることができる。 

（選考） 

第７条 第３条第２項の規定による選考は、前条に規定する医師修学等資金貸与申

請書に係る書類の審査及び面接により行う。 

２ 前項の結果は、書面により申請者に通知するものとする。 

（貸与の方法及び受領書） 

第８条 修学等資金の貸与の方法は、次の各号に掲げる支給月の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に掲げる修学等資金を本人に交付する方法によるものとする。ただ

し、理事長が必要と認めるときは、この限りでない。 

(１) ５月 その年の４月から９月までの分の修学等資金 

(２) １０月 その年の１０月から翌年の３月までの分の修学等資金 

２ 前項の修学等資金の交付は、口座振替の方法により行う。ただし、理事長が必

要と認めるときは、その方法を変更することができる。 

３ 第１項の規定により修学等資金の交付を受けたときは、その都度、医師修学等

資金受領書を理事長に提出しなければならない。 

（連帯保証人） 

第９条 修学等資金の貸与を受けようとする者は、独立の生計を営む成年者２人の

保証人を立てなければならない。 

２ 前項の保証人は、修学等資金の貸与を受けた者と連帯して債務を負担するもの

とする。 

３ 修学等資金の貸与を受けようとする者が未成年である場合は、保証人のうち１

人は、その法定代理人としなければならない。 
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４ 前３項に定める保証人は、修学等資金に関して他の者の保証人となり、又は自

らが修学等資金の貸与を受けていない者でなければならない。 

５ 保証人は、連帯して保証をする旨を証した書類（以下「連帯保証書」という。）、

その所得を証する書類及び印鑑証明書を提出しなければならない。 

６ 修学等資金の貸与を受けようとする者は、保証人が欠けたとき、又はその資格

を欠くに至ったときは、直ちに、新たな保証人を立てなければならない。 

（契約書の作成） 

第１０条 第３条第１項の契約は、金銭消費貸借契約書によるものとする。 

２ 前項の契約書には、次の各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲

げる書類を添付しなければならない。 

(１) 当該契約を締結しようとする者（未成年者その他理事長が認める者を除

く。） 印鑑証明書 

(２) 保証人 連帯保証書及び印鑑証明書 

（貸与の契約の解除） 

第１１条 理事長は、第３条第 1 項の規定による契約の相手方（以下「修学生等」

という。）が次に掲げる事由に該当することとなったときは、当該事由に該当す

ることとなった日の属する月の翌月分（当該月以後の分として既に貸与された修

学等資金があるときは、当該既に貸与された月分の翌月分）からの修学等資金の

貸与について、当該契約を解除するものとする。 

(１) 医学生又は大学院生である修学生等が大学又は大学院を退学したとき。 

(２) 医学生である修学生等の学業成績が著しく不良であると認めるとき。 

(３) 修学生等が心身の故障のため修学又は研修を継続する見込みがなくなった

とき。 

(４) 臨床研修医である修学生等が臨床研修を修了する前に当該臨床研修を受け

なくなったとき。 

(５) 修学生等が死亡し、又は所在不明となったとき。 

(６) 修学生等が修学等資金の貸与を辞退したとき。 

(７) 偽りその他不正の手段により修学等資金の貸与を受けたとき。 

(８) その他修学等資金の貸与の目的を達成する見込みがなくなったと理事長が

認めるとき。 

２ 理事長は、前項各号の事由により修学等資金の貸与の契約を解除したときは、

その旨を、修学生等に対し書面により通知するものとする。 

（借用書の提出） 

第１２条 修学生等は、第５条の規定により修学等資金の貸与期間が終了したとき、
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又は前条の規定により修学等資金の貸与の契約を解除したときは、直ちに、医師

修学等資金借用書に当該修学生等及びその保証人が連署して、これを理事長に提

出しなければならない。 

（貸与の休止及び保留） 

第１３条 理事長は、修学生等が大学若しくは大学院の課程を休学し、若しくは停

学の処分を受け、又は臨床研修を休止したときは、休学した日若しくは停学の処

分を受けた日又は休止した日の属する月の翌月から復学した日又は研修を再開し

た日の属する月の分まで修学等資金の貸与を行わないものとする。この場合にお

いて、これらの月の分として既に貸与された修学等資金があるときは、その修学

等資金は、当該修学生等が復学し、又は研修を再開した日の属する月の翌月分以

後の分として貸与されたものとみなす。 

２ 前項に規定する場合を除くほか、理事長は、修学生等の学業成績の不良その他

修学等資金の貸与を行うことが適当でないと認めるときは、必要な期間修学等資

金の貸与を保留することができる。 

３ 理事長は、前２項の事由により修学等資金の貸与の契約を休止及び保留したと

きは、その旨を、修学生等に対し書面により通知するものとする。 

（返還） 

第１４条 修学等資金の返還の債務の履行が始まる月（以下「返還開始月」という。）

は、第５条の規定により修学等資金の貸与期間が終了した月、又は第１１条第 1

項の規定により修学等資金の貸与の契約を解除した月の翌月から起算して２月を

経過した月とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１７条の規定により修学等資金の返還の債務の履

行が猶予されている者の返還開始月は、当該債務の履行の猶予が終了した日の属

する月の翌月から起算して２月を経過した月とする。 

３ 修学等資金は、返還開始月から起算して修学等資金の貸与を受けた期間に相当

する期間以内で理事長が定める期日までに、次条の定めるところにより、返還し

なければならない。 

（返還方法） 

第１５条 前条第３項の規定による修学等資金の返還の方法は、月賦又は半年賦の

均等返還によるものとする。ただし、繰上返還をすることを妨げない。 

（返還明細書） 

第１６条 第１１条の規定により契約を解除したとき又は次条の規定により返還の

猶予の期間が終了したとき、修学生等は、契約解除の日又は返還猶予の期間満了

日の属する月の翌月の２０日までに、次に掲げる事項を記載した返還明細書を理
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事長に提出しなければならない。 

(１) 修学等資金の貸与を受けた期間及び第１３条第１項又は第２項の規定によ

り貸与されなかった修学等資金に係る期間があるときは、その期間 

(２) 返還すべき修学等資金の額 

(３) 月賦又は半年賦の別による返還方法及び返還額 

(４) 返還完了年月 

２ 前項の規定により返還明細書の提出を行った修学生等は、同項第３号に掲げる

事項を変更しようとするときは、同項各号に掲げる事項及びその変更しようとす

る理由を記載した医師修学等資金返還方法変更承認申請書を理事長に提出して、

その承認を受けなければならない。 

３ 理事長は、前項の申請書を受理したときは、必要な審査を行い、当該申請の承

認の可否を決定し、その結果につき書面により当該修学生等に通知するものとす

る。 

（返還の猶予） 

第１７条 理事長は、第１４条第１項の規定にかかわらず、修学生等が次の各号の

いずれかに該当する場合には、それぞれ当該各号に定める期間が経過する日まで

の間、修学等資金の返還の債務の履行を猶予することができる。 

(１) 修学生等が返還開始月の初日において法人の医師として勤務している場合 

法人において医師として在職する期間 

(２) 医学生として修学等資金を受けた者が返還開始月の初日において臨床研修

を受けている場合 当該臨床研修を受けている期間。ただし、２年間を限度

とする。 

(３) 医学生として修学等資金を受けた者が返還開始月の初日において医師免許

を取得していない場合 医師免許を取得するまでの期間。ただし、１年間を

限度とする。 

(４) 臨床研修医として修学等資金を受けた者が返還開始月の初日において専門

研修を受けている場合 当該専門研修を受けている期間。ただし、３年間を

限度とする。 

(５) 第２号の規定により修学等資金の返還の債務の履行の猶予を受けた者が返

還開始月の初日において専門研修を受けている場合 当該専門研修を受けて

いる期間。ただし、３年間を限度とする。 

(６) 第１号及び第４号の規定により修学資金の返還の債務の履行の猶予を受け

た者(第４号については、法人において在職していたものに限る。)が返還開

始月の初日において他病院にて医師として勤務している場合 当該医師とし
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て勤務している期間。ただし、法人において専門研修医又は医師として在職

した期間を限度とする。 

(７) 第１号及び第４号の規定により修学資金の返還の債務の履行の猶予を受け

た者(第４号については、法人において在職していたものに限る。)が、返還

の債務の履行の猶予の期間の終了後、修学のため直ちに法人の医師として勤

務しないことが相当であると理事長が認める場合 理事長が修学のため必要

と認める期間 

 (８) 第５号の規定により修学資金の返還の債務の履行の猶予を受けた者(法人

において専門研修医として在職しているものに限る。)が、返還の債務の履行の

猶予の期間の途中において、専門研修連携施設へ異動となった場合 当該専門

研修を受けている期間。ただし、１年間を限度とする。 

(９) 修学生等が、貸与期間（前各号の規定による修学等資金の返還の債務の履

行の猶予の期間がある場合にあっては、当該修学等資金の返還の債務の履行

の猶予の期間）の終了後、直ちに法人の医師として勤務しないことが相当で

あると理事長が認める場合 理事長が必要と認める期間 

(１０) 災害、病気その他やむを得ない理由により、修学等資金を返還すること

が困難であると理事長が認める場合 理事長が必要と認める期間 

（返還猶予の手続） 

第１８条 前条の規定による修学等資金の返還の債務の履行の猶予を受けようとす

る者は、当該事由を証明する書類を添付して書面により理事長に申請し、その承

認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の申請書を受理したときは、必要な審査を行い、修学等資金の

返還債務の履行を猶予することの可否を決定し、その結果につき書面により当該

修学生等に通知するものとする。 

（返還の債務の当然免除） 

第１９条 修学生等は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、第１４条

の修学等資金の返還の債務の免除を受けることができる。 

(１) 修学生等が、第５条に規定する修学等資金の貸与期間（第１７条第２号か

ら第５号、第８号及び第９号までの規定による修学等資金の返還の債務の履

行の猶予の期間がある場合にあっては、当該修学等資金の返還の債務の履行

の猶予の期間）の終了後、直ちに法人において専門研修医又は医師として、

法人の行う採用試験に合格のうえ採用され、かつ、法人に専門研修医又は医

師として在職した期間が貸与を受けた期間に達したとき。 

(２) 前号に規定する在職期間中に業務若しくは通勤により死亡し、又は業務若
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しくは通勤に起因する心身の故障のため解雇（業務若しくは通勤に起因する

心身の故障のため退職する場合で、将来にわたって医師の業務に従事するこ

とができないと理事長が認める場合を含む。）されたとき。 

（返還の債務の裁量免除） 

第２０条 理事長は、修学生等が死亡したとき、又は精神若しくは身体の障害によ

り修学等資金を返還することができなくなったと認めるときは、修学等資金の返

還の債務の全部又は一部を免除することができる。 

２ 理事長は、修学生等が前条第２号に規定する理由以外の理由で退職することと

なったときは、修学等資金の返還の債務の一部を免除することができる。 

３ 前項の規定により一部を免除する修学等資金の返還の債務の額は、修学等資金

の返還の債務の総額を、貸与を受けた期間の月数で除した額に在職期間の月数を

乗じて得た額とする。 

（返還の債務の免除の申請等） 

第２１条 第１９条又は前条の規定による修学等資金の返還の債務の免除を受けよ

うとする修学生等は、次に掲げる事項を記載した医師修学等資金返還債務免除申

請書を理事長に提出しなければならない。 

(１) 第１６条第１項第１号及び第２号に規定する事項 

(２) 第１９条第１号に規定する在職期間がある場合は、その期間 

(３) 返還の債務の免除を受けようとする理由 

２ 理事長は、前項の申請書を受理したときは、必要な審査を行い、修学等資金の

返還の債務の全部又は一部を免除することの可否を決定し、その結果につき書面

により当該修学生等に通知する。 

（在職期間の計算） 

第２２条 第１９条第１号及び第２０条第３項に規定する在職期間を計算する場合

においては、法人に専門研修医又は医師として採用された日の属する月から法人

の職員でなくなった日の属する月までを算入するものとする。 

２ 前項の規定により在職期間を計算する場合において、次に掲げる期間のある月

が１以上あったときは、当該期間の区分に応じ当該各号に定める月数を前項の規

定により計算した在職期間から控除する。ただし、当該各号に掲げる期間が終了

した月において再び当該各号に掲げる期間が開始したときは、その月を１月とし

て控除する。 

(１) 地方独立行政法人明石市立市民病院職員就業規則（以下「就業規則」とい

う。）第１２条第１項第１号から第３号の規定による休職（業務上の傷病に

よる休職及び通勤による傷病による休職を除く。）及び就業規則第４０条第
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３号の規定による出勤停止の期間 その月数 

(２) 地方独立行政法人明石市立市民病院職員の育児・介護休業等に関する規程

（以下「育児介護休業規程」という。）第３条の規定による育児休業の期間 

その月数 

(３) 地方独立行政法人明石市立市民病院職員の勤務時間及び休暇等に関する規

程第１５条及び第１６条の規定による療養休暇並びに育児介護休業規程第７

条の規定による介護休暇の期間（理事長が別に定める期間を除く。） その

月数 

(４) 育児介護休業規程第１５条の規定による育児短時間勤務の期間 その月数

の３分の１に相当する月数（１月未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。） 

（延滞利息） 

第２３条 修学生等は、正当な理由がなく、修学等資金を返還すべき日までにこれ

を返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日

数に応じ、返還すべき額につき年１４．６パーセントの割合で計算した延滞利息

を支払わなければならない。 

２ 前項で定める延滞利息を計算する場合の年当たりの割合は、閏年の日を含む期

間についても、３６５日当たりの割合とする。 

（在学証明書等の提出） 

第２４条 医学生である修学生等は、修学等資金の貸与を受けている間は、毎年４

月１５日までに次に掲げる書類を理事長に提出しなければならない。 

(１) 在学する学年を記載した在学証明書 

(２) 前学年度末における学業成績表 

(３) 提出の日前３月以内に作成された健康診断書 

（届出） 

第２５条 修学生等は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、直ちにそ

の旨を理事長に届け出なければならない。 

(１) 氏名又は住所を変更したとき。 

(２) 大学又は大学院を卒業し、若しくは修了し、又は退学したとき。 

(３) 休学し、又は停学の処分を受けたとき。 

(４) 臨床研修又は専門研修を受けなくなったとき。 

(５) 修学又は研修に堪えない程度の心身の故障を生じたとき。 

(６) 復学し、又は研修を再開したとき。 

(７) 保証人の氏名、住所又は職業に変更があったとき。 
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(８) 保証人が死亡し、又は保証人に破産手続開始の決定その他保証人として適

当でない事由が生じたとき。 

２ 修学生等は、修学等資金の返還の債務がなくなるまでの間、毎年４月１５日ま

でに、次に掲げる事項を記載した現況届を理事長に提出しなければならない。 

(１) 住所 

(２) ４月１日現在における職業並びに勤務先の名称及び所在地 

（補則） 

第２６条 この規程に定めるもののほか、修学等資金の貸与に必要な事項は、理事

長が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、平成２３年１０月１日から施行する 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日の前日までに、地方独立行政法人明石市立市民病院設立に

伴う関係条例の整備に関する条例（平成２３年条例第１９号）による廃止前の明

石市立市民病院修学等資金貸与条例（平成２０年条例３号）及び明石市立市民病

院修学等資金貸与条例施行規則（平成２０年規則第１４号）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、この規程の相当規程によりなされた処分、手続そ

の他の行為とみなし、その期間は通算する。 

附 則（平成２６年３月２７日） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日）） 

この規定は、令和４年４月１日から施行する。 

  

 


